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事実の概要

　Ｘ１（レンゴー）およびＸ２（トーモク）は、他
の 3社（Ｘ１およびＸ２と合わせて「5社」）と共同し
て、平成 23 年 10 月 31 日、特定ユーザー向け段
ボールケースの販売価格または加工賃を引き上げ
る旨合意（「本件合意」）が、法 2条 6 項に規定す
る不当な取引制限に該当し、法 3条に違反する
ものであることから、平成 26 年 6 月 19 日、公
正取引委員会は、排除措置命令と課徴金納付命
令を命じた。Ｘ１らは、これら命令に対して、平
成 27 年 3 月まで設置していた審判手続対象であ
り審判請求をしたところ、課徴金額の一部を取り
消す審決（「本件審決」）が下された（Ｘ１について、
10 億 7044 万円から 10 億 6758 万円、Ｘ２について、
6 億 0401 万円から 6 億 363 万円に減額）１）。さら
に不服を申し立てて争われたのが、本件である。

判決の要旨

　１　「法 2条 6項にいう『共同して』に該当す
るためには、当該行為について、相互の間に『意
思の連絡』があったと認められることが必要と考
えられる。そして、『意思の連絡』とは、複数の
事業者の間で相互に同内容又は同種の対価の引上
げを実施することを認識し、これと歩調をそろえ
る意思があることを意味し、一方の対価引上げを
他方が単に認識して認容するのみでは足りないも

のの、事業者間で相互に拘束し合うことを明示し
て合意することまでは必要でなく、相互に他の事
業者の対価の引上げ行為を認識し、暗黙のうちに
認容することで足りると考えられる（東芝ケミカ
ル事件東京高裁判決〔東京高判平 7・9・25 審決集
42 巻 393 頁〕参照）。」「本件審決は、これと同旨
の判断枠組みを採用しており、その法令解釈に誤
りはない。」

　２　「法 2条 6項にいう『一定の取引分野にお
ける競争を実質的に制限する』とは、当該取引に
係る市場が有する競争機能を損なうことをいい、
共同して商品の販売価格を引き上げた場合には、
その当事者である事業者らがその意思で、ある程
度自由に当該商品の販売価格を左右することがで
きる状態をもたらすことをいう（多摩談合新井
組事件最高裁判決〔最判平 24・2・20 民集 66 巻 2
号 796 頁〕参照）。」「まず、本件合意（違反行為）
が対象とする上記『一定の取引分野』の範囲を画
定」すると、「本件合意は事実上の拘束力（実効
性）を有するカルテル合意として成立しており、
その対象となる商品は、いずれも広域ユーザーで
ある特定ユーザー向けの、日本工業規格に基づく
外装用段ボールシートを加工して製造される段
ボールケースであって、かつ、その交渉の範囲等
は、この特定ユーザー向け段ボールケースの販売
及び加工に係る取引全般に及んでいたものという
べきである。このような事実関係の下では、一般
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的かつ客観的な見地からみて、本件合意による競
争の実質的な制限の判断対象となる『一定の取引
分野』（市場）は、特定ユーザー向け段ボールケー
スの販売及び加工に係る取引全般をもって画定
すべきである。」これに対し、Ｘ２らは各特定ユー
ザー向け段ボールケースの間には需要の代替性や
供給の代替性を欠き、「一定の取引分野」は特定
ユーザーの交渉担当窓口ごとに画定されるべきで
あると主張する。「確かに、一般論として、特定
ユーザー向け段ボールケースであっても、個別の
ユーザーごとに仕様や値上げの対象等に違いがあ
ることは否定できない」ものの、「『一定の取引分
野』、すなわち一般的かつ客観的な市場の画定に
関しては、一般に、個別ユーザーごとに競争関係
が想定される場合であっても、これを重層的に画
定することが可能である」（NTT 東日本事件・東京
高判平 21・5・29 審決集 56- Ⅱ巻 262 頁）。本件で
は、5社間での小部会等において、「個別ユーザー
ごとに想定される上記仕様や値上げの対象等の相
違は、本件合意の形成とこれを具体化する過程に
おいて当然の前提として扱われ、代替性のあるも
のとして上記一連の値上げ交渉が行われたとみる
のが合理的」であり、「個々のユーザーにとって
選択肢となる商品は、特定ユーザー向け段ボール
ケースという形で重層的に存在し、実質的な制限
の有無の判断対象となる『市場』を形成している」。
他方で、「法 2条 6項にいう『競争を実質的に制
限する』とは、上記一定の取引分野において、当
該取決めによって、その当事者である事業者らが
その意思で、ある程度自由に販売価格又は加工賃
を左右することができる状態をもたらすことをい
う（多摩談合新井組事件最高裁判決参照）。」「本
件合意が成立した平成 23 年度において、本件 5
社が特定ユーザーに販売する段ボールケースの総
販売金額（914億 1295万円余り）は、特定ユーザー
に販売される段ボールケースの総販売金額（1093
万 5332 万円余り）の 8割余りを占めていたこと」
からすると、「本件合意は、特定ユーザー向け段
ボールケースの販売価格又は加工賃について、そ
の取引分野における『競争を実質的に制限する』」。

　３　「法7条の 2第 1項が定める課徴金制度は、
……カルテル禁止の実効性確保のための行政上

の措置として設けられたものであるから〔最判平
17・9・13 民集 59 巻 7 号 1950 頁〕、同項が、実行
期間の始期につき『当該行為の実行としての事業
活動を行った日』と規定する趣旨は、不当な取引
制限に係る合意の拘束力が及んでいる『事業活動』
が行われた日以降については、具体的な値上げの
実現の有無やその可能性のいかんを問わず、当該
カルテルに基づく不当な利得の発生を擬制した
上、これを違反行為者から課徴金として剥奪しよ
うとするものであるところ、上記値上げ合意（カ
ルテル）により値上げ予定日が定められ、その日
からの値上げに向けて交渉が行われた場合には、
仮に、その交渉の結果として、値上げ予定日に実
際に値上げをすることができなかったとしても、
少なくとも値上げ予定日以降においては、カルテ
ル合意の拘束力が及んでおり、競争者の低価格攻
勢に対する競争的な値下げをほとんど検討するこ
となく値上げ交渉を行うことができたものという
べきであるから、当該値上げ予定日に、本件合意
（違反行為）の『実行としての事業活動』が開始
されたものとみるのが合理的である。」「そうする
と、本件合意（カルテル）の下では、値上げ予定
日に実際に価格を引き上げることができたか否か
はもとより、その可能性の程度や認識の有無を問
わず、当該値上げ予定日をもって実行期間の始期
に当たる」。

判例の解説

　一　本件合意の認定とその課題
　不当な取引制限の成立には、事業者間における
共同性の立証が大きな鍵になる。少数のプレー
ヤーで構成される寡占市場では、企業行動は相互
に把握・予想されやすい。品質が一様で製品差別
化に乏しい商品を扱い、原材料の仕入れや工場施
設などの生産条件も類似していれば、価格・生産
数量等の設定も斉一化しやすい。このような意識
的並行行為や企業戦略の偶然の一致は、消費者厚
生を損なうものの、これらを直接非難することは
困難であるとされている。ただ、共同性を示す証
拠、例えば、東芝ケミカル事件判決が述べる共同
歩調を取る意思があれば、非難に値する人為性を
認めることができる。本件では、事業者が一堂に
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会し、「少なくとも暗黙のうちに、本件 5社の間
に『意思の連絡』、すなわち同内容又は同種の対
価の引上げを実施することを相互に認識し、これ
と歩調をそろえる意思が存在していること」が証
拠から認定され、「原紙代、加工賃及び販売価格
のいずれについても値上げの幅等は、偶然とはい
えないほど足並みが一致」していた。
　東芝ケミカル事件判決が共同性の推認方法の先
例として浸透している。そのことに勿論異論はな
いが、本件業界はカルテルが繰り返されている２）。
判旨は、「本件 5社間において行われた一連の事
前交渉は、飽くまで値上げを目的として行われた
ものであって、単なる情報交換の場ではない」と
も述べているが、実際には情報交換がカルテルの
温床となっている。価格などの重要な戦略情報の
詳細について、恒常的かつ短期間のうちに交換す
ることは、統計情報の域を超えて反競争効果をも
たらす。これは欧米競争法の共通認識である。調
査・違法認定段階から、対価引上げ合意に限ら
ず、価格情報のやりとりをする情報交換合意だけ
で違法とする手法または推定する手法も模索され
るべきではないか。なお、いずれの合意でも、独
自の判断によって行われたなどの特段の事情があ
れば、共同性の認定が覆ってもよいが、本件では
そのような事情がないことも認定している３）。

　二　特定需用者向け商品に係る市場画定論
　１　原告主張の意図
　原告は、特定ユーザー向け段ボールケースの間
には需要の代替性や供給の代替性がないから、市
場は「特定ユーザーの交渉担当窓ロごとに画定さ
れるべきである」と主張した。例えば、原油から
精製されるガソリン、軽油、重油などの油種があっ
ても、ストーブ用の灯油を求める消費者にとって
種別商品間に代替性はない。また、用途や機能は
同じだが各ユーザーが異なる仕様を求める場合
も、商品相互間に代替性はなく、よって、ユーザー
毎の狭い市場が成立することになりそうである。
課徴金は違反行為実施期間中における当該商品に
係る売上高を基準に算定されることから、対象商
品の範囲を絞り込めれば課徴金額も少なくなり、
また、市場画定の不適切性を理由に行政処分の違
法性を導けそうである。

　２　一定の取引分野の解釈
　一定の取引分野とは、需用者と供給者の間で成
立する競争圏であって本来であれば競争が機能す
る場である。違反認定との関係では、共同行為の
場合、対象としている取引およびそれにより影響
を受ける範囲を検討した結果得られる、合意の影
響力や実効性が及ぶ範囲を指し、企業結合規制と
は性質上の違いが明確であり、対象商品外および
対象商品間相互の代替性等について厳密な検証を
行う実益は乏しいものと解されている４）。
　判旨は、「ブロードバンドサービス市場」とい
う広い市場と、審決が画定した「戸建て住宅向
け FTTH サービス市場」という狭い市場が同時に
成立するとした NTT 東日本事件判決を引用して、
一定の取引分野は、一般に、個別ユーザー毎に競
争関係が想定される場合でも重層的に画定できる
とし、合意交渉の範囲に着目した上で、本件では
「特定ユーザー向け段ボールケースの販売及び加
工に係る取引全般」をもって画定すべきであると
した。従前、仕様の異なる特注品をめぐっては、
厳密には特定需用者にとって選択肢にならない供
給者が法 2条 4 項における競争の定義には含ま
れず、したがって、一定の取引分野とはいえない
余地があるとする地裁判決もあった５）。私的独占
を扱った NTT 東日本事件判決は、「重層的」との
文言を使用しなかったが、より広汎な市場に包含
される細分化市場も画定可能であると述べてい
た。判旨は、不当な取引制限において、異なる仕
様を求める需用者層をめぐって供給者間で競争可
能な、差異ある商品群について市場が連鎖的ある
いは重畳的に画定可能であることを高裁判決とし
て初めて明確にした。
　原材料などの投入物や製造加工過程・販路の一
部が共通する場合、範囲の経済性や密度の経済性
から、需要者も供給者も関連商品群を取り扱うこ
とが少なくない６）。本件のように、1つのカルテ
ル合意が関連する複数商品市場を同時に制限する
事案では、リニエンシー申請のインセンティブ確
保、タイミング、申請商品の都合から、または、
課徴金算定の都合から、便宜的に細分化市場を画
定することもあれば、包括的な総称や上位概念を
使った市場を画定することもある７）。わが国では、
共同行為に対する反駁の余地を残さない当然違法
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原則を採用していない。事情を知悉する違反行為
者は、合意対象から積極的に外した商品を客観的
に見て観念できるなどの特段の事情があることに
ついて、反証することができる。判旨もその点を
尊重し、検討している。

　３　競争の実質的制限の閾値
　競争の実質的制限とは、ある程度自由に価格等
を左右できるような市場支配力の形成・維持・強
化を意味する。判旨が言及する競争機能侵害論は、
入札談合に限らず、価格調整メカニズムの中枢系
統を人為的に制限する価格カルテルのほか、ほと
んどの独禁法違反行為にも当てはまる。判旨は、
特定ユーザー向けの総販売金額に占める割合を示
している。たしかに合算して 70～80％のシェア
を扱った過去の事例は多いが、8割近くを占めな
ければ「実質的」に当たらないというわけではな
い。市場構造や実効性確保などの条件次第では、
過半（50％）のシェアでも競争の競争制限に至る
こともある。

　三　課徴金納付命令における実行期間の始期
　判旨は、擬制された不当利得を奪取する趣旨か
ら、カルテル合意の拘束力が及ぶ限り、実行期間
の始期は値上げ予定日であると判示している。原
告は、「具体的な競争制限効果が明確に認定でき
る時点」である最初の出荷日とすべきであると主
張していた。入札談合の場合、公取委実務は個別
の受注調整を経て落札受注した物件に絞り、司法
判断も多摩談合新井組事件最高裁判決が「具体的
な競争制限効果が発生するに至ったもの」として
いる。価格カルテル事件では、合意に至っても価
格引上げが難航することがある。取引相手先の地
位が高く交渉力も強いと、合意価格の引上げが困
難となり、意見交換や情報交換の場で対策が検討
されることがあるが、通常、合意目標額に基づく
取引相手先毎の現実的かつ具体的な価格引上げに
基づく具体的な競争制限効果の立証までは不要で
ある。

●――注
１）公取委排除措置命令および課徴金納付命令平 26・6・
19 審決集 61 巻 108 頁、163 頁［段ボールシート］・審

決集 61 巻 117 頁、170 頁［段ボールケース］・審決集
61 巻 128 頁、178 頁［大口需要者向け段ボールケース］
に対する審決として、公取委審決令 3・2・8 審決集 67
巻 138 頁［段ボールシート・段ボールケース］・審決集
286 頁［本件段ボールケース］。審決の解説として、井
畑陽平・令和 3年度重判解 210 頁がある。

２）本件および関連事件があるほか、8条違反を含めて、
公取委勧告審決昭 39・1・9 審決集 12 巻 58 頁［8 条：
東日本段ボール工業組合］、公取委勧告審決昭 45・9・
29 審決集 17 巻 120 頁［8条：全国段ボール工業組合連
合会］、公取委勧告審決昭 52・4・15 審決集 24 巻 1頁［8
条：東日本段ボール工業組合］、公取委勧告審決昭 56・3・
30 審決集 27 巻 121 頁［8条：東日本段ボール工業組合］、
公取委勧告審決昭 56・6・5 審決集 28 巻 25 頁［ジュー
トライナー］、公取委勧告審決昭 63・4・26 審決集 35
巻 3 頁［東海地区］・審決集 35 巻 10 頁［北陸地区］が
ある。

３）情報伝達を伴う接触や価格の外形的一致と見られる要
素がありながら、競合他社から有力な顧客を奪取し、カ
ルテル参加者から疎まれていた事情を検討するなどし
て、不当な取引制限の適用を取り消した事例として、コー
ンスターチ価格カルテル加藤化学事件・公取委審決令
1・9・30 審決集 66 巻 1頁がある。齊藤高広・公正取引
832 号 56 頁。

４）シール談合刑事事件・東京高判平 5・12・14 高刑集
46 巻 3 号 322 頁、ブラウン管国際価格カルテルサムス
ン SDI・マレーシア事件・東京高判平 28・1・29 審決集
62 巻 419 頁、日本エアリキード事件・東京高判平 28・5・
25 審決集 63 巻 304 頁など。

５）ベアリングカルテルNTN刑事事件・東京地判平 27・2・
4 審決集 62 巻 485 頁。同規定は一定の取引分野の解釈
には影響しない。宮井雅明・平成 27 年度重判解 245 頁、
泉水文雄『独占禁止法』（有斐閣、2022 年）35 頁。

６）企業結合規制の文脈ではクラスター市場として検討さ
れる。林秀弥『企業結合規制』（商事法務、2011年）460頁、
528 頁、金井貴嗣ほか編著『独占禁止法〔第 6版〕』（弘
文堂、2018 年）212 頁［武田邦宣］。

７）例えば、ニンテンドー DS 事件・公取委審決平 25・7・
29 審決集 60- Ⅰ巻 144 頁などがある。金井貴嗣・ジュ
リ 1373 号 84 頁、井畑陽平・経済法判例百選〔第 2版〕
46 頁。区分の実益を欠くとして、1つの私的独占排除行
為ないしは排除意図が対象とする異なる商品を「単一市
場」と画定したマイナミ航空サービス事件・東京地判令
4・2・10 公取委 DBも参照。


